
４ 精神障害者の地域生活移行支援について

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の地域移行に向けた施策については、医

療計画の見直し、障害者自立支援法の施行等により対応を図ってきたところである。

その一環として平成２０年度から新たに「精神障害者地域移行支援特別対策事

業」を実施しているところであるが、昨年７月の「都道府県精神障害者地域移行支

援担当課長等会議」の時点で、まだ実施していない圏域が４分の１ほどあり、補正

予算での対応等、本年度中に全ての圏域において事業が実施されるよう呼びかけた

ところ。

平成２１年度予算(案)においても引き続き、

①精神障害者の退院・退所及び地域定着に向けた支援を行う地域移行推進員（自立

支援員）の指定相談支援事業者等への配置

②精神障害者の退院促進・地域定着に必要な体制整備の総合調整を行う地域体制整

備コーディネーターの配置

を行うため約１７億円を計上したところ。

また、第２期障害福祉計画において、精神障害者の地域移行施策を一層推進する

観点から、本年度から行われている本事業による平成２３年度末までの退院者数及

びこれに伴う指定障害福祉サービス等の見込量について目標値を設定することとし

たところであり（下記参照）、今後は、この計画に基づきこれらの者の地域生活移

行に向けた支援を着実に進めていただく必要がある。

これらを踏まえ、本事業の未実施の圏域を抱えている都道府県においては、当該

事業の目的を十分にご理解いただき、全ての圏域において事業を実施していただく

ようお願いする。

（予算(案)概要）

・２１年度予算（案） １，７０４，７３３千円

・補助先 都道府県

・補助率 １／２

第２期障害福祉計画[精神障害者地域移行関係]（抜粋）

第二 障害福祉計画の作成に関する事項

一 障害福祉計画の作成に関する基本的事項

２ 平成２３年度の数値目標の設定

（二）入院中の精神障害者の地域生活への移行

(略）

さらに、都道府県においては、「精神障害者地域移行支援特別対策事業

（平成２０年５月３０日付け障発第0530001号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知により実施する事業をいう。以下同じ。)による平成２３

年度末までの退院者数の目標値を定める。



三 都道府県障害福祉計画の作成に関する事項

１ 区域ごとの各年度の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごと

の必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策

（四）退院可能精神障害者の地域生活への移行促進

退院可能精神障害者の地域生活への移行を促進するため、市町村と協働

して「精神障害者地域移行支援特別対策事業」を実施するとともに、本事

業による平成２３年度末までの退院者数の目標値を踏まえ、平成２１年度

から平成２３年度までの各年度の退院者数の目標値を設定するとともに、

当該目標値を踏まえ必要なる各年度の指定障害福祉サービス又は指定相談

支援の種類ごとの量の見込みを定める。
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